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エー・ビー・シー開発株式会社の株式取得（子会社化）に関するお知らせ 

 

 当社は、平成 19 年３月 29 日開催の取締役会において、エー・ビー・シー開発株式会社の株式を

取得し、子会社とすることを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

１． 株式取得の理由 

当社は放送への事業集中を行ってまいりましたが、近年、放送を取り巻く環境は厳しさ

を増してまいりました。このたび、エー・ビー・シー開発株式会社から株式譲渡の申し出が

あり、同社の株式を取得することは、関連会社とのより一層の関係強化によりグループとし

て放送外収入の増収を図っていくという目的に沿うものと考え、申し出を受けました。 

今般子会社化するエー・ビー・シー開発株式会社の中核事業である住宅展示場事業は、

同社創業以来当社の社名を冠した「ＡＢＣハウジング」として親しまれてまいりました。  

今後は当社グループの連結会社として当社のテレビ・ラジオネットワークを利用し、さらに

有利なビジネス展開を目指してまいりたいと考えています。また同社の営む広告代理店業に

おいてもグループ会社間でのさらなる連携が生まれ業容の拡大が見込まれます。さらに当社

との間での住宅展示場の新しい活用など様々なシナジー効果を期待しております。 

 

２．子会社となる会社の概要 

①商 号           エー・ビー・シー開発株式会社 

②本 店 所 在 地           大阪市福島区福島６－20－12 

③代 表 者 の 役 職 氏 名           代表取締役社長 菅 哲彦 

④設 立 年 月 日           昭和 47 年５月 15 日 

⑤事 業 の 内 容           住宅展示場の企画、運営など。 

⑥決   算   期 ３月 31 日 

⑦従  業  員  数 63 名（平成 19 年３月 29 日現在） 

⑧資 本 金           100,000 千円（平成 19 年３月 29 日現在） 

⑨発 行 済 株 式 総 数 100,000 株 

 



 

 

 
氏名又は名称 住所又は所在地 所有株式数 

発行済株式の総
数に占める割合

ＡＢＣ開発従業員

持株会 

大阪市福島区福島

6-20-12 
25,550 株 25.6％

ＡＢＣ開発役員

持株会 
同上 

18,130 株 18.1％

⑩大 株 主           

（平成18年3月31日現在） 

朝日放送㈱ 
大阪市北区大淀南

2-2-48 
12,500 株 12.5％

⑪最近事業年度の業績 平成 17 年３月期 平成 18 年３月期 

売 上 高 8,149 百万円 8,288 百万円 

営 業 利 益 1,319 百万円 999 百万円 

経 常 利 益 1,245 百万円 945 百万円 

当 期 純 利 益 712 百万円 380 百万円 

総 資 本 8,151 百万円 8,002 百万円 

 

株 主 資 本 925 百万円 1,307 百万円 

 

３． 株式の取得先 

株式の取得先 取得株式数 

ＡＢＣ開発従業員持株会 13,044 株 

ＡＢＣ開発役員持株会  9,256 株 

 

４．取得株式数、保有割合及び取得価額 

(1)  異動前所有株式数 12,500 株（発行済株式総数比 12.5％） 

(2)  異 動 株 式 数         22,300 株（発行済株式総数比 22.3％）取得価額 102 百万円 

(3)  異動後所有株式数 34,800 株（発行済株式総数比 60.0％） 

（注）平成 19 年４月３日に当社が 22,300 株を取得し、同日エー・ビー・シー開発株式会社が

自己株式 42,000 株を消却するため、異動後の所有割合は上記の通りとなります。 

 

５．取得の日程 

平成 19 年３月２９日     取締役会決議 

平成 19 年４月 ２日     株式売買契約締結 

平成 19 年４月 ３日     株式取得期日 

 

６．連結業績に与える影響 

当該株式取得に伴い、平成 20 年３月期より、エー・ビー・シー開発株式会社は当社の連結

子会社となります。平成 20 年３月期の連結決算において、営業利益は 8億円の増加を見込ん

でおります。また、のれん償却が発生することにより、経常利益、税金等調整前当期純利益

は 9億円の増加を見込んでおります。 

なお、本年５月の決算短信公表時に平成 20 年３月期の連結業績予想を開示いたします。 

 

以  上 


